
平成２７年７月１日 

答申第５５５号 

 

１ 再検討の求めに至る経緯 

視聴者より、「日本放送協会は株式会社電通に対してどのような業務発注や、

その他番組やその版権購入をしているのか、その詳細がわかる文書」について

開示の求めがあった。 

ＮＨＫは、「番組やその版権購入をしているのか、その詳細」に係る文書は

ＮＨＫ情報公開規程（以下、規程）第３条１項１号の対象外文書であると通知

し、開示の求めの文書（「日本放送協会は株式会社電通に対してどのような業

務発注をしているのか、その詳細」に係る文書）は規程第８条１項６号の不開

示情報に該当するため開示することができないとした。 

これに対して、視聴者から再検討の求めがあった。 

  

２ ＮＨＫの見解の要旨 

 開示の求めの文書のうち、平成２５年度の株式会社電通との１００万円を超

える物品役務等の随意契約（ただし、開示することによりＮＨＫ以外の法人の

事業の遂行を害するおそれがあるため規程第８条１項４号の不開示情報に該

当する随意契約を除く）における物品役務等の名称、契約を締結した日または

契約開始日および契約金額を開示することとし、その余の契約内容の詳細につ

いては規程第８条１項６号の不開示情報に該当するため開示することができ

ない。平成２５年度の株式会社電通との契約金額１００万円以下の随意契約

（物品役務等）は取りまとめていないため、文書が存在せず開示することがで

きない。 

 

 ３ 審議委員会の判断 

開示の求めの文書のうち、平成２５年度の株式会社電通との１００万円を超

える物品役務等の随意契約（ただし、開示することによりＮＨＫ以外の法人の

事業の遂行を害するおそれがあるため規程第８条１項４号の不開示情報に該

当する随意契約を除く）における物品役務等の名称、契約を締結した日または

契約開始日および契約金額を開示することとしたこと、その余の契約内容の詳

細については規程第８条１項６号の不開示情報に該当するため、平成２５年度

の株式会社電通との契約金額１００万円以下の随意契約（物品役務等）は文書

が存在しないため、いずれも不開示としたこと、いずれのＮＨＫの取り扱いも

妥当である。 

 

 ４ 審議の経過 

  平成２７年４月１４日（第２１４回審議委員会）第５２８号諮問、審議 

       ４月２８日（第２１５回審議委員会）審議 

       ５月２８日（第２１７回審議委員会）審議 

       ６月１２日（第２１８回審議委員会）審議 

       ６月２４日（第２１９回審議委員会）審議 

       ７月 １日（第２２０回審議委員会）審議、答申 


